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社会的総生産物を価値と現物形態の観点からい

かに分類するかは， その実現の問題・再生産の問

題と関連して経済学の長い間の論争点の一つであ

った。古くはリカールド，セイとシスモンディー，

マルクスとプルートン， さらにレーニンとナロー

ドニキ派およびツガンバラノフスキーなどがそれ

である。論争は社会的総生産物が価値および実物

形態でいかに補填され実現されていくかという点

である。たとえばシスモンディ，ストルーヴィはイlIi

値と所得とを同一視することによって， 実現の不

可能をみ， 資本主義の発展が不可能であることを

論証した。逆にリカールド，セイは二つを混同し同

一視しつつも資本主義の永遠の発展を論証した。

またレーニンはシスモンディの流れをくむ人民主

義者の実現理論に反対し， マルクスの実現理論か

ら資本主義は生産的消飛の生産によって発展する

という必然性を論証した。他方ではその生産の

社会性と生産手段の私的所有制の矛盾に箔目する

ことによって， 資本主義が永遠に発展するという

ツガンバラノフスキーなどの主張をしりぞけ， 浚

本主義の不均等発展の命題とそれから蒋き出され

る資本主義の歴史的限界を論証した。言葉をかえ

て言えば，（1）社会的生産物を価値の面から， •c.v.

Mに，使用価値の面から生産財部門と消扱財部門

への 2部門分割を行ない これから菩税された剰

余価値部分の補足的不変資本への転化， 生産的消

典の増大を論証し， 資本主義発展の必然性を結論

づけた。 (2)他方，生産の社会性と所有の私的性格の

矛盾から，資本主義の歴史的限界を明らかにした。

レーニンはさらに (2)の点すなわち生産手段の私

有制を止揚した社会主義再生産においても， （1）の

点すなわち拡大再生産下では生産的消費の増大一

生産財部門の俊先発展の法則が適用することを明

らかにした。

このようにわれわれは使用価値面からの産業分

類—―一生産財部門と消費財部門の 2 部門分割ー一

が資本主義発展の法則を探り出すために，重要な

錦をにぎっていたことが理解できる。

中国における産業分類の問題は， 1956年， 1957

年に一度提出された位1)。大耀進の時期には一時

かげをひそめたが， 3年の農業危機と中ソ経済関

係の悪化による全般的な経済後退を背屎にして，

農業基礎論を中心とする再生産論が真剣にとり上

げられ， その一環として産業分類の問題が再び論

じられている。社会主義生産様式をもつ中国にと

って，産業分類の問題はつぎの二つのことが要請

される。

(1) 社会主義経済社会の発展法則ー一社会主義

工業化と国民経済の近代化の法則ー一ーを十分映し

出すものであること。

(2) その発展法則を認識しうるような経済統計

I 3 



上の操作が可能であること。

この二つの要請と現行の産業分類およびそれに

関する競論との関係を賂理してみたい。

（注 1) 李恢宏，松啓仁，王1ド新， 「 I•関和粍，煎エ

業悶ll分 1l!J題 (1'•J慈見I, 『統nl• エ作．t 1958, No.18, p. I~. 
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中国において全国的な統計報告制度が確立し，

統計概念，方法の統一が行なわれたのは 1954年で

あるといわれる証2)。産業分類もおそらくこの頃

に現行のものができあがったと考えてよかろう。

工業についてはこれより以前の 1952年にすでに一

応整備され， 第 1次5カ年計画の作成作業の晶礎

となった。それは 1952年に発表された「工業部門

内様部分類目録」である 0.I:3)。しかしこれについ

ては未発表であるのか現在までのところ入手して

いない。なお，さらにこれより 1950年に工業分類

について議論があったが (il:4)，そのときの分類方

法は旧国民党政府の商工部のものに新工業をつけ

たしたものにすぎなかった。現在のところ，『エ

業部門内憬準分類目録』とその他分類表を入手し

えないので『第 1次 5カ年計両』， 『第 2次 5カ年

計・圃案』，『｛樅大な十年』に現われた分類方法から

その大要をみよう。

分類方法

(1) 工業の企業規模分類 01:5)

現代工業，その他工業

(2) 農業と工業 (i.l:6)

(3) 重工業と軽工業 Cll:7)

(4) 生産財と消費財 (tl:8)

(5) 中央工業と地方工業 0.1:9) 

(6) 企業形態別分類 (iiilO)

社会主義企業，公私合営企業，私営企業

(1)の分類方式は企業の技術革新，機械化の程度
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を表わすと同時に企業規模の撰択を表わす指標と

もなる。それは現代工業とは近代的な生産技術設

備をもつ企業で主要な作業工程が機械化されてい

ることを条件とし，近代的な生産技術設備をもっ

企業とは大型と小型とを含み，大型は動力機械を

もち， 労働者職員総数が16人以上の企業をいい，

15人以下を小型とする， 動力機械がない場合には

31人以上の企業を大型， 30人以下を小型（注11)と定

義されているからである。 (5)の分類方法は企業の

管理権と関連する指標で， 1958年以後の行政権の

地方分権化に伴い， 経済政策の大きな権限が地方

の省，市， 自治区政府にわたされた。この指標は

投資の規模撰択と管理権の集中度との関係を表わ

す主要なものといえよう。別な表現をすれば，政

治における民主集中制と経済面における地方経済

の独自性を表わす指椋と言えよう。 (6)の指標は農

業の合作社化，人民公社化の指慄とともに， 社会

主義改造の進展を表わすものである。周知のよう

に， 憲法序文に規定されている過渡期の総路線の

任務は二つある。すなわち一つは農業， 商工業の

社会主義改造と他は社会主義工業化である。 1956

年社会主義改造が一応完成したときをもってこの

指標の役割は終わったと考えられる。

現行分類方式の中で最も重要なものは本稿で取

り扱わんとする(2},(3}, (4)の方式である。『i’It：大な

十年』の取り扱い方をみよう 01:12)。

（イ） （2）にそって，工業，農業の総生産額が標示

されている。投賓に対しては， 「股林，水利，気

象」 {fl:13)の名称で工業に対比されている。

（口） 国民所得の歴年指数（注14)。社会主義の国民

所得はいわゆる物質生産部門—工業， 股業，建

設業，貨物運輸業，通信業，資材・技術の供給機

関，商業および公共食盤-の純生産高と定義さ

れるは15)。国民所得が指数の形で発表されている



かぎり，各年の各部門別推計は行なわれているこ

とは事実と思われるが， 公表された経済統計の中

には基本建設投資統計のみが上記の生産部門別に

分類されている(il:16)。

り生産財部門と消股，，財部門， この分類には手

工業を含めた工業総生産額が適用されているのみ

で，脹業およびその他物質生産部門の総生産額は

適用されていなVヽ。 さらに純生産額，投賓および

労働力への適用はまったくなされていない。問題

は全産業を含まない工業部門だけを生産財部門と

消費財部門とにわけ， この 2部門の総生産額の成

長率をもって「生産財部門俊先発展の法則」が貫

徹していると認識しており，さらにまた，「｛lや大な

十年」の統計からすると，工業総生産額における生

産財部門と消毀財部門との生産額比は， 1957年に

48.4%: 51.6％であったのが， 58年には 57.3%:

42.7％と逆転し， この指標から基本的に工業の甚

礎が築かれたと判断しているところにある。

俯 13)の分類方法は手工業を除いた工業への基

本建設投資に適用されているだけであって， 生産

額については適用されていない。

すでに Iで述べたように， 合理的産業分類は経

済社会の再生産構造を理解する上で， 甚本的に必

要な最初のステップであり， それは生産財部門と

消費財部門へ総生産物の分割が基礎であった。 こ

の基礎の上に主要な物質生産部門の重工業，軽工

業，農業の相互関係が， 総生産額，純生産額，・労

拗力の範瑶におV‘て分析されなければならなV‘o

ところが現在われわれがみたように，．現行の経済

統計はこれをみたしていない。主要な問題点を要

約すると，

第 1．現行の 2部門分割の方式は工業以外の産

業が除外されていること。

第2.投資，労働力， 維生廂額の点については

まった＜適用されていないこと。

第3.煎工業， 11径工業という分割は投演だけに

滴用されて， 総・純生産額に適用されない。し

たがって生産財， 消典財分割との相関が明白に

なりえない。

60年以後の深刻な経済後退は改めてバランスのと

れた再生産の道を其剣に模索する契機を与えた。

もとより再生産の理論は実際の統計諸資料によっ

て裏付けられなければならない。統計制度の発展

は経済の発展と相関閲係にある。末発達の統計制

度をもつ中国が， 再生産理論の模索と研究にはい

る段階で， 部門分割や適用項目につき理論的進展

をみせようとしているのはごく当然といえよう。

次節においてその論争点の要点を紹介する。

（注2) 石川滋，『中国経済発展の統叶（内研究』，ア

ジア経済研究所，昭和35年， 35ページ。

（注 3) 「熙民経済計牙IJ表格(Iり1認項1識購咆，第一購

工業生町［・ illll表格」，『；'J-I• 雨経済』， 1957, No. 1, p. 27。

（注4)'『中国工業』， 1950,No. 1, 3, 4,.'J. 

（注 5) 『｛1,f大がJ十年』， 1959,北氷， p.80。

（注6) 同， p.13, p. 14。
（注7) 同， p.52, p, 53。
（社l:8) !Ti], pp. 76~79。
（注 9) 『中 3（し人民共和困発展同民経新(i{]第一個五

勺21i・翌＼!1953~57』p.69。
（注10) 『｛fに大朴J十年』， 1959.,北京， p.31。

（注11) 『中旅人民共和国発展限民経済的第一個互

年n1割的名詞節釈』， 1955,北京， p.2。

（注12) ＊稿では各照架の定義は取り扱わない。な

ぉ丁占業については，松田芳郎，「中国工業統計•の諮概·

念」、『中国経済発展の統計的研究n』，アジア経済研

究所，昭和37年， pp.186~190。

（注13) 『llt大（卜J十年』， 1959,北京， p.48。

（注14) 同， p.18。
（注15) ，戸中奴，『我国国民収入（卜J秋累和消費』，

1957,北京， p.16。なお中困の国民所得の概念と近代

経済のそれとの厳格なる比較は，石川臨「中国の公

式国民所得統計吟味J, 『中国経済発股の統il•（ト］研究』，

昭和35年， pp.7 ~141をみよ。

（注16) 『｛｛け大 (~I 十年』， 1959,北京， p.'18。
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産業分類の基進も範囲もすべて分類目的によっ

て一義的に決められる。まず目的論から始めよう。

I．分 類 目 的

(1) 生産財部門・消夜t財部門分割

社会的生産物の実現の問題に重きを骰くものと

して，「この分類は，主として社会再生産過程にお

ける社会的生産物の実物補瑛を研究し， さらに進

んで社会生産の実現の問題を科学的に明らかにす

る」（注16)という意見がある？ Iですでに述べたよ

うに，マルクスやレーニンなどの経典作家はまさ

にこの実現の問題を追究するために再生産綸を展

開した。そこから引き出された結論は， 生産的消

炭の増大すなわち生産財部門の俊先的発殷の必然

性であった。 これは技術進歩が行なわれている経

済社会では体制をこえてあてはまる命題である。

したがって技術進歩と生産性の向上が不断に遂行

されている中国にあって， この命題の妥当性だけ

を論証するために目的が設定されるとすれば， •ま

ったく意味のないことである。問題はこの命題を

珍重することではなくして， この命題に沿いつつ

いかに実践的な目的を追究していくか， すなわち

「2部門において， 価値および物質形態の補棋を

通し国民経済各部門間の物質の生産関係，均衡闊

係を研究し， 国民経済バランス問題を研究するた

めにある」 (t.l:17)。この点 1960年以降の経験＿股

業不作に伴う， 食と衣などの梢股財の極度の不足

一を通して歯かれた王琥生の立論が不可解であ

る。

(2) 重工業・軽工業分類

この分類の目的は「社会主義工業化の程度・水

準を分析し，社会主義工業化を国民経済の近代化

過程で， 国民経済の技術改造に対してもっている
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相異なる各稲工業生産の相互関係およびそれと全

国民経済の近代化を実現する相互関係とを明確に

することである」（注l8)。すなわちここでは社会主

義工業化と国民経済の近代化の最も重要な点は，

近代的機械設備であらゆる産業の労働者を装備す

ることであるから， 技術革新と技術改造を明示的

に表現することが必要であり， 重工業・軽工業の

分類はまさにこのために必要であると主張されて

いる。これに対し，李氏等は「生産額と基本建設

を通して両者の比例関係および発展の惜況を研究

し， 国家の重工業を俊先的に発展させ，軽工業を

適度に発展させるという建設方針を体現すること

にある」と主張しているが， 文lj氏が批判するとお

り（注19)，説明が不十分である。重工業は生産財の

近似の概念であるとすれば，李氏等の分類目的は

王琥生の生産財部門・消吸財部門分割の目的に対

する批判—その命題の論証を行なうことだけを

目途とすることに対する批判一ーが同じように適

用される。生産財部門の俊先発展という基本法則

にそって，経済バランスが 2部門分割の方法で，

そして発展の基軸をなす技術革新の相互関係が重

工業・軽工業の分類で認識されることが説得的で

ある。

2. 分類基準

生産財部門・消費財部門の分割は価値と生産物

との補填および国民経済のバランスの研究を目的

とすることから， 分割の基準は「生産物の最終用

途」とすることには一致をみる。

重工業・軽工業分類基準は，「国民経済の技術革

新と技術改造」にその分析目的を求めるところか

ら，「製品の経済的技術的性格および国民経済の技

術改造中の経済技術作用」に求めている (ft20)。こ

の観点からすれば，分類甚準を「生産対象と生産

方法」 W:2l)や「生産技術の複雑さの程度」 (tl：泣）に



求める意見には反対する。

3. 分類範囲

(1) 生産財部門・消股財部門分割；

この分類方式で最も問題となるのは工業以外の

他産業と国防産業との取り扱いである。

手工業を含めた工業を 2部門に分割することは

異諭がない。李氏等の暫定的な計募によると，

1952,...,,53年までの手工業，私営小型工業，合作社

加工所の生産財生産は全工業総生産高の 7~9%

を占め，生産財総生産の20％前後を占めるといわ

れる（注店）。

(2) 工業以外の他産業の問題；

国民所得計算に参画する物質生産部門は，工業，

農業，建設業，貨物迎輸業， 通信業，資材・技術

の供給機関，商業および公共食堂である。 これ以

外の部門は物質生産にはいらず所得の再分配過程

ととらえられている。問題は所得の再分配過程と

考えられているサービス部門以外の物質生産部門

すべてに 2部門分割が適用されるか否かというこ

とである。現行の分割法は唯工業（手工業を含む）

の総生産額だけに適用されていることは前に指摘

した。これに対し，真の物質生産部門は工業， 農

業，建築業であるから， 2部門分割はこの 3部門

に適用すぺきだという意見が強い（注24)。

まず現行の分割適用範囲は， 分割の目的と基準

から考えたらまったく不完全なものといえる。物

質生産物の補填関係と 2部門のバランス関係を研

究するために，消典財の大部分を占める農業まで

排除されていることほ理解に苦しむ。おそらく統

計制度が完備されていない段階と考えられよう。

分割範囲を工業，脱業，建設業に限れという主張

は， 「農業，軽工業，重工業の製品が物質形態か

らみて社会の全製品を包括し， 2大部門の製品と

一致する。その他の物質生産部門は追加価値を創

造するだけで製品の実物形態に何の影響も及ぽさ

ない」（注25}ことに立脚している。建築業はこの場

合工業の一部とみなす（注26)。

2部門分割の主要な目的は，価値を使用価値と

の補填関係および国民経済のバランスの研究であ

った。消腺者と対する物質形態は農業や工業部門

で製造された後，各種の物質生産部門を通過して

価値が追加され価値と使用価値との統一物の姿態

をとる。したがって工業，農業，建築業の 3部門

以外の物質生産部門は「追加価値を創造するだけ

で……」あるがために 2部門分割の範疇から除外

することは理論的にも納得がいかない。「追加価値

の創造だけで実物形態に何の影陛も与えない」も

のとすれば，建築業に投下される労働およびそこ

で実現する価値も同一に取り扱えられないだろう'

か，もしそうだとすれば， 建築業を入れるのも理

に合わないと考えられる紐m。

国防工業は 2部門分割の範囲から除くことに意

見の一致をみる。理論的に最終用途の基準で分類

しても消股財部門に入れることは不可能である。

刻氏は「国防工業は秘密を保持する必要があるか

ら」と述べているが理論的な理由とはならない。

むしろ第3部門を設けて再生産構造を考える必要

はあろう。なお，当工業は 2部門分割の範囲の外

にあるが，重工業・軽工業分類の目的および基準

から考えて重工業の範疇で考えることは当然であ

るほ28)。

(3) 重工業・軽工業分類；

前者の分割が工業以外の他産業をいかに取り扱

うかが問題となったが， ここでの主要な問題は手

工業をいかに取り扱うかである。手工業を排除し

た範囲を対象にすべきだというのが，王琥生，対有

錦である。その理由は，「社会主義工業化と国民経

済の近代化の角度からすると，手工業によって生

ヮ



産されるエ具は国民経済各部門の行なう技術改造

の技術的基礎になりえない」（注29)からである。手

工業を包括する意見は，李氏等によって主張され

た。すでに分類目的のところでかれらの目的諭を

紹介し批判しておいたが， 目的を技術作用よりも

むしろ「重工業俊先発展の法則」を貫徹させるた

めととらえていることから， 軽工業をつぎのよう

に定義する。「消喪品およびその原材斜を生産する

近代工業とあらゆる小工業」（注30)。まさに分類の

相異なる目的論から派生する分類範囲の相違であ

る。

なお以上述べてきた 2稲類の産業分類に必然的

に伴う分類単位の問題-企業か， 業種か，部門

か，個別最終商品カ~＿と適用する尺度の問題

一いかなる尺度で測るか，総生産額，純生産額，

コスト，生産性，労働力， 投資等々ーーについて

は今回は取り扱わない。

（注16) 王琥生， 「苧子重工菜和軽工業割分がJ問

囮」，『経済研究』， 1963,No. 4, p. 62。

（注17) 李恢宏，松啓仁＞王嘩新， 「失予軽．＂（エ

菜利分問囮的慈見」， r統計工作』， 1957,No. 18。

（注18) 王琥生，同， p.19。

（注19) 文lj布錦，「対軽・重工業割分問題的管見」，

『統計研究』， 1958,No. 7, p. 18。

（注20)・王琥生，同。

（注21) 徐茉文， 「社会産品両大祁類的憫l分同森軽

重憫l分的関係」，『大公報』， 1962.3.30。

（注22) 朱兆瑶， 「従社会生産阿大部類が］関係者殺

軽重的関係」，『光明日報』， 1962.8. 13。

（注23) 李恢宏，松啓仁，王嘩新，同， p.15。

（注24) たとえば，（1）李恢宏等，（2）徐茉文，（3）朱兆

理など。

（注25) 朱兆瑾，同。

（注26) 呉樹訊 「馬克斯主義関千社会生産両大部

類がJ学説及其在社会主義再生産中迎用的問題」，『光IJJl

日報』， 1962.1. 8。

（注27) この問題は国民所得，物的生産物，価侑法

則などと関述する誼要な問題である。つぎの機会に諭

じたい。
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（注28) たとえば，（1）李恢宏笥 (2)王琥生など。

（注29) 王琥生，同， p.30。

（注30) 李萩宏等，松啓仁，王嘩新，同。

IV 

「第 1次5カ年計画期を通して， われわれはす

でに社会主装工業化の大体の基礎を築いた」（注31)

という表現によく出くわす。この言葉に対しては，

すぐ何を尺度としてかく認識したかという疑問が

わく。国民所得の成長率か，基幹産業の生産高か，

重工業と軽工業の生産額比か，機械の自給率か。

もっとも， かなり多くの統計資料も整理され，す

べての認識の尺度とはたっているが， おそらくこ

の言葉は政治家による政治的判断だろうと思われ

る。 しかし具体的な数字を取り扱う経済計画立案

者は，将来の経済の全体像の中で，「社会主義工業

化の大体の甚礎」という表現で表わせるような経

済力の諸要件につき，確実な指標を持ち合わせて

いなければならない。かれらははたして持ってい

たであろうか。 この解答は今後の課題として，問

題にすべきことは， 再生産諭一般につきこうした

傾向がみられ， そのため産業分類では先に11，皿

で述べた多くの欠陥と問題を残したものと思われ

る点である。

レーニンの生産財部門優先発展の法則は， 資本

主義の発展の中から抽出され， 拡大再生産の下で

は超体制的に貫徹する法則であることも論証され

ていることはすでに述べた。 中国では第 1次5カ

年計画以後重工業俊先発展の方針を貫いてきたが

その動機が早急なる工業化の願望から出ていよう

が外国帝国主義からの防衛のためであろうが， V‘ 

ずれのものであっても国内に拡大再生産機構を築

き上げるためにレーニンの命題に沿って計画され

たと考えられる。問題は中国で，たとえば『偉大

な十年』の「工業生産の急速なる増大と生産財の



優先発展」 (p.76)のように，この命題を論証する

形で取り扱っていることである。最大に重要なこ

とは新たに中国がこの命題を論証しなおすことに

あるのではなく， その主要命題にそって中国に適

合するような具体的従屈命題を見いだすこと，す

なわち先述の『偉大的十年』の76ベージのような

指標から新たな発展の動態と制約とを認識するこ

と， Iで用いた言葉でいえば， 「価値と物質形態

との補填関係」から「国民経済のバランスの研究」

へと指標の求める目的が移行しなければならな

応そしてこの目的に沿って分類範囲，基準，尺

度などが決定され， 新たな経済事象の認識の指標

となりうるのである。 さらに具体的に言えば， 76

ページにおいて生産財部門の成長率が 1％でも消

費財部門のそれに先行していれば， この命題に沿

った拡大再生産が行なわれたと言いうることにな

るし， 30％先行した場合でも同じである。 2部門

分割による指標が拡大再生産の論証や命賭の貫徹

を論証するだけの目的であるならば，社会主義工

業化の程度を認識するものとしての意味をすでに

失っている。重要なのはこれ以後の認識の仕方で

ある。

過去の全般的経済後退の教訓として最近起こっ

た再生産論争は， マルクスの再生産表式の具体化

と産業連開表の導入を主とするものであるが， こ

の動きは産業分類の目的設定を経典作家の命題の

論証という観点から国民経済バランス関係の追跡

に移しつつあると考えられないだろうか。

（注31) たとえば，『体大的十年』， 1959,北京，p.3。

（アジア経済研究所調査研究部第 1調査室）
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フィリピンおよび北ボルネオの木材資源 l 
一研究参考資料第48集— l 

宮原省久細 I 
第 1章木材狩源．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・萩野敏雄 g 
序節木材狡源の概念と対象地域の概観

I 木材の究源概念， II フィリビン・ボルネオ森林の概恨 I 
第 1節 フィリビンの木材狡源

l 

I 疇 II 畔および成長蔽， m 伐出生産
第2節繹領北ボルネオの木材虹源 ！ 

I 総観， II 癖 'tおよび成長砒， III 伐出生産
第3節木材資源如続措院とその効果 I 

I フィリヒ゜ンのばあい一ー技術的な保続措既・行政的保続措爵， II 英領北ボルネオのばあいー一 ‘ 
技術的な保続措匠・行政的な保続措匠

第2穿木材資源開発の現状．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
第1節木材利用の過去および現在

...．．宮原省久 ！ 
1 フィリヒ°ンにおける戦前までの状態一スペイン領有時代・アメリカの軍政期・日本の伐採企業 I 
の進出， II 戦後における状態ーー戦後の復典・アメリカ資本による建設・ 1950年後における出材
機械化

第 2節木材利用の近代化 ・
I NECの林業勧告の示す方向， n 近代的木材工業の技術蒔入の系統および投狩・援助ーー一工場 ・ 

I 
新設に対する投資・援助・戦前投資を復活するための再投資・伐出投資から工場投資ヘ・合板工業 i 
に対する投資・技術援助・パルプ工業に対する投資•その他のばあい I 

第3節木材工業品の市場性
I 国内市場一合板・ハードポード・製材品， II 楡出市場一ー合板・製材品 l 

第4節楡出木材生産股 ！ 
I 原価を支配する諸条件ー一伐採迎材過程・伐採迎材段階の諸1!• 木材生産に関する税金および手
数料， II 熱帯材生産股の共通問題ー一丸太原価のかさみ・製材品原価のかさみ I 

第 3 章木材産業と国際貿易．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・中西利英•宮原省久
第 1節国内関係 I 

I 国内木材消股と原木輸出一~はじめに・地域としての後進性の素描・フィリヒ゜ンにおける木材楡 t 
出の意義， II 木材椛出による外貨獲得，皿 丸太の伐採制限と楡出振典

第2節輸入国の木材産業との関係 l 
I 日本合板工業における南洋材， T1 日本製材工業における南洋材， 皿 楡入国木材産業発展の条
件一南洋材合板輸出の諸条件・南洋材製材品の需要沌加の方向 l 

第3節共存および競合 ＇ 
I 合板工業における共存と競合， II 南洋材の工業原料的評価

付論 フィリピンおよびポルネオにおける柏生と主要材木について．．．．．．．．．．．．．．．．．．，， 岩本 光
弟 1節森林資親の総観

l 
I ボルネオの森林資顎ー―—森林面稲·植生， II フィリヒ°ンの森林狩椋森林面苗・柏生， 第2節 フィリヒ°ンおよびボルネオ地域に分布する主要材木
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